
整理番号 6-1
期中の評価個表

事 業 名 水源林造成事業 事業計画期間 Ｓ61～Ｈ116（最長110年間）

事業実施地区名 北上川広域流域 事業実施主体 国立研究開発法人森林総合研究所
き た か み が わ こ う い き り ゆ う い き

10～29年経過分

事業の概要・目的 北上川広域流域は、岩手県の中央部及び南西部、宮城県の北部を包括して
おり、西側には奥羽山脈の1,000m級の山地が南北に連なっている。平均気温
はおおむね10℃前後で、年間降水量は1,200mm～1,300mm前後であるが、西部
の奥羽山脈寄りでは2,000mmを超える。植生については、冷温帯に属し、ブナ、
ミズナラに代表される落葉広葉樹林帯となる。本流域は、栗駒ダム、花山ダ
ム、鳴子ダム、漆沢ダムなどを擁し、森林には、大崎平野等の穀倉地帯を潤
す水源地帯としての役割が求められている。松くい虫被害は、これまで被害
のなかった盛岡市、矢巾町において被害が確認されるなど、今後、被害が北
上する恐れがある。
本事業は、積雪は比較的少ないものの気候が冷涼な本流域内の民間による

造林が困難な奥地水源地域において水源を涵養するため、国立研究開発法人
か ん

森林総合研究所と地域の関係者が分収造林契約の当事者となって、急速かつ
計画的に森林の造成を行うことを目的として、地域の特徴を踏まえ岩手県等
の森林・林業施策と整合を図りつつ、多様な森林整備を計画的に行っており、
流域内のダム水源や簡易水道水源などの水源涵養機能や土砂災害防止機能等

か ん

の発揮、地域振興への貢献に一定の役割を果たしている。
具体的には、水源かん養保安林及び同予定地のうち、無立木地、散生地、

粗悪林相地等において、国立研究開発法人森林総合研究所が、造林地所有者
及び造林者と分収造林契約を締結し、新植・下刈・除伐・間伐など森林整備
のための費用負担及び、健全な森林の育成に向けた造林者への事業実行に関
する技術指導を行い、水源林を造成するものである。本流域では、松くい虫
被害が広がる恐れがあるため、スギを主体とした森林整備を実施している。
また、前生広葉樹等を活用した針広混交林の造成を行い事業コスト縮減等に
努めている。また、水源涵養機能等の向上を図りながら、事業実施を通じ、

か ん

地域の雇用にも貢献してきた。
今後は長伐期化や侵入広葉樹の活用による、多様な森林整備に一層取り組

むこととしている。
・主な事業内容：契約件数 281件、事業対象区域面積 3,776ha

（スギ2,019ha､ヒノキ725ha､カラマツ745ha､その他287ha）
・総事業費： 16,097,705千円

① 費用対効果分析の 本事業の費用対効果分析における主な効果は、水源涵養便益であり、これ
か ん

算定基礎となった は植栽や保育により森林を造成し、洪水防止、流域貯水、水質浄化に寄与す
要因の変化等 る効果である。また、山地保全便益については、森林を造成し土砂流出や山

腹崩壊等の防止に寄与する効果である。
現時点における10年経過分の造林地の費用対効果分析の結果は以下のとお

りである。
総便益（Ｂ） 854,058千円
総費用（Ｃ） 576,303千円
分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.48

② 森林・林業情勢、 当該流域が属する岩手県及び宮城県における民有林の森林・林業情勢、農
農山漁村の状況そ 山漁村の状況その他の社会経済情勢の変化は以下の通りとなっている。
の他の社会経済情
勢の変化

近年、林業就業者の減少に下げ止まりがみられるものの、未立木地面積は
増加し、不在村者所有森林面積は横ばい傾向にある(直近年で、未立木地面積
及び不在村者所有面積は、民有林面積のそれぞれ2%、14%を占める)。また、
木材生産額は減少しており、地域の森林の管理水準の低下が危惧されるとこ
ろである。
一方で、最近５年間（H22～26）の新規就業者は約800人であった。また近

年、岩手県では大型合板工場の進出、宮城県では東日本大震災後、地元の工
務店等が連携して地域の木材を活用し災害公営住宅を建設するなど、林業・
木材産業の活性化に向けた意欲的な取組もみられる。
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整理番号 6-2
③ 事業の 進捗状況 10年経過分の造林地の樹種の面積割合は、スギが約39％、ヒノキが約23％、

カラマツが約14％、広葉樹区域が約23％となっている。
植栽木の成長は、全面積にわたり順調に生育している。

④ 関連事業の整備 一例として当該流域が属する岩手県では、地域森林計画樹立にあたっての
状況 基本方針を以下のとおりとしている。

「将来にわたり木材の安定的な供給を確保し、質的な資源の充実を図るた
め、森林資源の循環利用の促進」「森林の有する公益的機能が十分発揮され
るよう森林整備を実施するとともに、長伐期施業の導入、針広混交林など
への誘導など多様な森林整備の推進」
こうした中で水源林造成事業地では、岩手県等の森林・林業施策との整合

を図りつつ、多面的機能の持続的な発揮に向けた多様な森林整備、路網整備
を通じ、流域内のダム水源や簡易水道水源などとしての水源涵養機能等の多

か ん

面的機能の発揮に一定の役割を果たしている。

⑤ 地元（受益者、地 植栽地は順調に成林しており、所在市町及び契約相手方（造林地所有者、
方公共団体等）の 造林者）は水源涵養等の機能発揮への期待が大きく、引き続き適期の保育作

か ん

意向 業の実施を要望している。

⑥ 事業コスト縮減等 費用対効果分析の結果から効率性は確保されているが、さらに、今後の除
の可能性 伐の実施に当たっては、適期に実施することや植栽木の成長に支障のない広

葉樹等は保残するなど、針広混交林等の造成を目指すことによりコスト縮減
に努めることとしている。

⑦ 代替案の実現可能 該当なし。
性

水源林造成事業等評 費用対効果分析、森林・林業情勢、植栽木等の生育状況、事業コスト縮減
価技術検討会の意見 の取組等、事業の公益性を総合的に検討した結果、水源林としての機能を十

分発揮していることから、事業を継続することが適当と考える。

評価結果及び ・必要性： 本事業は、奥地水源地域において、水源涵養機能等の発揮の観
か ん

事業の実施方針 点から、森林所有者の自助努力等によっては適正な整備が見込め
ない森林等で実施するものである。
当該地は、積雪は比較的少ないものの気候が冷涼な本流域の奥

地条件不利地域等において、健全な森林の育成に向けた取組が計
画的に行われていることから、引き続き水源林造成事業による事
業の必要性が認められる。

・効率性： 費用対効果分析結果については1.48と効率性が確保されている
他、今後の除伐の実施に当たっては、適期に実施することや植栽
木の成長に支障のない広葉樹等は保残するなど、針広混交林等の
造成を目指すことによりコスト縮減に努めることとしており、事
業の効率性が認められる。

・有効性： 針広混交林化等必要な取組を行いつつ、植栽地は順調な生育を
示しており、水源涵養などの水土保全機能を着実に発揮している

か ん

ことから、事業の有効性が認められる。

事業の実施方針 ： 継続が適当。



様式１

事 業 名　： 都道府県名：
施行箇所 ： （単位：千円）

中　区　分 評価額

洪水防止便益 222,476

流域貯水便益 68,959

水質浄化便益 155,644

土砂流出防止便益 324,197

土砂崩壊防止便益 8,079

炭素固定便益 68,572

木材生産確保・増進便益 6,131

総　便　益    （Ｂ） 854,058

総　費　用    （Ｃ） 576,303 千円

854,058

576,303
費用便益比 Ｂ÷Ｃ＝ ＝ 1.48

便　益　集　計　表
（森林整備事業）

水源林造成事業
北上川広域流域 10年経過契約地

大　区　分 備　　　　考

水源涵養
かん

便益

山地保全便益

木材生産等便益

環境保全便益
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